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令和２年３月 31 日 

 

 

令和２年度 金融庁調達改善計画 

 

 

限られた財源の中で政策効果を最大限向上させるためには、政策の遂行に必要な財・サービスの  

調達を費用対効果において優れたものとすることが不可欠である。 

このため、 金融庁においては、「調達改善の取組の推進について」（平成25年４月５日行政改革

推進本部決定）及び「調達改善の取組の強化について（調達改善の取組指針の策定）」（平成 27 年  

１月 26日行政改革推進会議）を踏まえ、次のとおり、調達改善の取組を推進することとする。 

 

 

１．重点的に調達改善に取り組む分野、調達改善の取組内容、調達改善の目標 

（１）調達の現状分析 

平成 30 年度における契約種別の状況については表１のとおりであり、契約件数は 182 件、契約

金額は4,244 百万円であった。平成29年度と比較すると、件数は27件減、金額は130百万円減と

なった。その主な要因は、平成30年度においては、平成29年度にあった情報システムの運用等に

係る契約がなかったためである。また、競争性のない随意契約については、平成 29 年度と概ね同

程度の水準となっている。 

次に、平成 30 年度における調達の応札状況については表２のとおりであり、競争契約における

一者応札の件数割合は 39.0％となっており、これは平成 29 年度（28.9％）と比較すると増加して

いる。これについては、競争契約の総数が前年度に比し減少した一方で、一者応札の件数は概ね同

水準であったこと等によるものである。 

さらに、平成 30 年度における調達経費の内訳については表３のとおりであり、情報システムに

関する契約金額が 60.0％を占めている。また、平成 30 年度における一者応札に係る調達経費の内

訳については表４のとおりであり、情報システムに関する契約金額が91.6％を占める状況となって

いる。なお、平成 30 年度における情報システムに関する契約金額 2,546 百万円のうち、競争契約

の契約金額が 2,440 百万円であり、そのうち一者応札に係る契約金額が 2,292 百万円となってい

る。 

当庁では、これまでも、一者応札が継続している案件を公募へ移行させるとともに、一者応募と

なった場合には価格交渉による調達コスト削減に取組んできたところである。しかしながら、平成

30 年度の調達状況を鑑みると、情報システムに関する契約金額の 90.0％が一者応札となっている

こと、金融庁全体の一者応札に係る契約金額の91.6％が情報システムに関する一者応札の契約であ

ることから、これまでの取組みを引き続き行うことに加えて、情報システムに関する調達について

競争性の更なる向上を図るための取組を進めていくこととする。 
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表１※１※２ 平成 30年度金融庁における調達の契約種別    （単位：件、百万円） 

※１ 平成30年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない）。 

※２ 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

※３ 競争契約とは、一般競争契約及び指名競争契約をいう。以下表２及び表４について同じ。 

 

 

表２※１※２ 平成 30年度金融庁における調達の応札状況     （単位：件、百万円） 

※１ 平成30年度の契約に関する統計及び内閣官房調査等に基づき作成（少額随意契約は含まない）。 

※２ 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

※３ 応募資格を満たしている者が複数ある場合に複数者と契約を締結する案件については除外している。 

  

契約方式 契約件数 割合 契約金額 割合 

 競争性の 

 ある契約 

競争契約※３ ７７ ４２．３％ ２，８７８ ６７．８％ 

企画競争による

随意契約 
１２ ６．６％ ２８６ ６．７％ 

公募による 

随意契約 
３５ １９．２％ ６１９ １４．６％ 

不落・不調による 

随意契約 
－ － － － 

小計 １２４ ６８．１％ ３，７８３ ８９．１％ 

競争性のない随意契約 ５８ ３１．９％ ４６１ １０．１％ 

合計 １８２ １００％ ４，２４４ １００％ 

 １者 ２者以上 合計 

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 

競争契約 ３０ ２，５０１ ４７ ３７７ ７７ ２，８７８ 

 割合 ３９．０％ ８６．９％ ６１．０％ １３．１％ １００％ １００％ 

企画競争による 

随意契約 
５ １５５ ７ １３１ １２ ２８６ 

 割合 ４１．７％ ５４．２％ ５８．３％ ４５．８％ １００％ １００％ 

公募による 

随意契約※3 
３５ ６１９ － － ３５ ６１９ 

 割合 １００％ １００％ － － １００％ １００％ 
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表３※１※２ 平成 30年度金融庁における調達経費の内訳      （単位：件、百万円） 

 本省 地方支分部局等 府省庁全体 

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 

公 

共 

工 

事 

等 

公共工事 (A) － － － － － － 

 割合 (A/K) － － － － － － 

公共工事に係る調査

及び設計業務等 (B) 
－ － － － － － 

 割合 (B/K) － － － － －  － 

その他 (C) － － － － － － 

 割合 (C/K) － － － － － － 

小計 － － － － － － 

物 
 

品 
 

役 
 

務 
 

等 

情報システム(D)※3 ２７ ２，５４６ － － ２７ ２，５４６ 

 割合 (D/K) １４．８％ ６０．０％ － － １４．８％ ６０．０％ 

電力 （E） － － － － － － 

 割合 (E/K) － － － － － － 

ガス （F） － － － － － － 

 割合 (F/K) － － － － － － 

調査研究 （G）※3 １５ ２５２ － － １５ ２５２ 

 割合 (G/K) ８．２％ ５．９％ － － ８．２％ ５．９％ 

競争的資金による 

研究 （H） 
－ － － － － － 

 割合 (H/K) － － － － － － 

消耗品 (I) ７ ５２ － － ７ ５２ 

 割合 (I/K) ３．８％ １．２％ － － ３．８％ １．２％ 

その他 (J) ※4 
１３３ 

（８） 

１，３９５ 

（５８） 
－ － 

１３３ 

（８） 

１，３９５ 

（５８） 

 割合 (J/K) 
７３．１％ 

（４．４％） 

３２．９％ 

（１．４％） 
－ － 

７３．１％ 

（４．４％） 

３２．９％ 

（１．４％） 

小計 １８２ ４，２４４ － － １８２ ４，２４４ 

 合計 (K） １８２ ４，２４４ － － １８２ ４，２４４ 

※１ 平成30年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない）。 

※２ 金額及び比率は、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

※３ 「情報システム」及び「調査研究」の計数は、当庁の契約データベースの分類データを用いている。 

※４ （ ）は、公募のうち、応募資格を満たしている者が複数ある場合に複数者と契約を締結する案件を内数にて記

載している。 
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表４※１※２※３ 平成 30 年度金融庁における競争契約における一者応札に係る調達経費の内訳 

（本省・地方別）                   （単位：件、百万円） 

 本省 地方支分部局等 府省庁全体 

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 

公 

共 

工 

事 

等 

公共工事 (A) － － － － － － 

 割合 (A/K) － － － － － － 

公共工事に係る調査

及び設計業務等 (B) 
－ － － － － － 

 割合 (B/K) － － － － －  － 

その他 (C) － － － － － － 

 割合 (C/K) － － － － － － 

小計 － － － － － － 

物 
 

品 
 

役 
 

務 
 

等 

情報システム (D) １２ ２，２９２ － － １２ ２，２９２ 

 割合 (D/K) ４０．０％ ９１．６％ － － ４０．０％ ９１．６％ 

電力 （E） － － － － － － 

 割合 (E/K) － － － － － － 

ガス （F） － － － － － － 

 割合 (F/K) － － － － － － 

調査研究 （G） ５ １２３ － － ５ １２３ 

 割合 (G/K) １６．７％ ４．９％ － － １６．７％ ４．９％ 

競争的資金による 

研究 （H） 
－ － － － － － 

 割合 (H/K) － － － － － － 

消耗品 (I) － － － － － － 

 割合 (I/K) － － － － － － 

その他 (J)  １３ ８５ － － １３ ８５ 

 割合 (J/K) ４３．３％ ３．４％ － － ４３．３％ ３．４％ 

小計 ３０ ２，５０１ － － ３０ ２，５０１ 

 合計 (K） ３０ ２，５０１ － － ３０ ２，５０１ 

※１ 平成30年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない）。 

※２ 金額及び比率は、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

※３ 表４の内訳区分は、表３の内訳区分と同じ。 

 

（２）重点的な取組及び共通的な取組 

別紙１のとおり。 

（３）その他の取組 

別紙２のとおり。 
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２．自己評価の実施方法 

調達改善の自己評価については、調達改善計画の実施状況に基づき、上半期（４～９月）終了後 

及び年度終了後に実施し、自己評価結果をその後の調達改善の取組や調達改善計画の策定に反映 

させるものとする。 

 

３．調達改善の推進体制等 

（１）推進体制 

「行政事業レビュー推進チーム」が調達改善を推進する。 

 

  （参考）行政事業レビュー推進チーム 

   統括責任者  総括審議官 

   副統括責任者 総合政策局秘書課長 

            〃  総合政策課長 

   メンバー   各局総務課長等 

 

推進チームによる会合は必要に応じて開催するものとする。また、調達改善計画の推進状況の  

フォローアップのための実務者会合を必要に応じて開催し、その結果を推進チームへ報告する。 

 

（２）外部有識者の活用 

   取組の推進に当たっては金融庁契約監視委員会の外部有識者等の意見を活用するものとする。 

 

（３）内部監査の活用 

   毎年度実施している内部会計監査における監査項目として、調達改善計画の進捗状況を設定

し、調達改善計画の検証や評価を行う。 

 

４．その他 

調達改善計画に関する取組状況等については、金融庁のウェブサイトにて公表するものとする。 

なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達改善計画の改定を

行うものとする。 

 

以上 

 

 






